
LRQA のクライアントまたは第三者か
ら、審査、妥当性確認、検証プロセス
の期間外に提起されたその他の苦情、
論争、不満のフィードバックは、以下
の「LRQA への連絡」のセクションに
記載のように行うことができます。

事務所のレビュー

ただし、訪問中に問題を解決できない
ことが判明した場合は、クライアント
または審査員（または検証者や証明者）
は、審査契約書を有する事務所の適切
なテクニカルテクニカルマネジャーに
問題を報告することができます。そし
て、クライアントと事務所スタッフ間
での話し合いにつながることもありま
す。

苦情を受領した場合、適切なテクニカ
ルマネジャーは、第三者に連絡してさ
らなる情報を要求し、以下に説明する
プロセスに従って苦情の調査を開始し、
解決を図ります。

コーポレートによるテクニカル
審査

万一、こうした協議が満足のいく結論
に達しなかった場合、エリア・オペレー
ション・マネジャーは、コーポレート
のテクニカル・品質部から追加の助言
を求めることができます。その場合は、
各地の事務所がコーポレートのテクニ
カル・品質部門の見解をクライアント
に伝えます。このレベルまで上申され
たケースの大部分は、この段階で解決
に至ります。しかし、このレベルでケー
スが解決されない場合、クライアント
は独立した異議申立を行う権利を有し
ます。

独立パネル

この場合、審査契約を締結している事
務所のマネジャーは、その案件をマネ
ジメントシステム・ビジネスディレク
ターに提示し、ビジネスディレクター
が LRQA マネジメントシステムテクニ
カル諮問委員会に連絡します。テクニ
カル諮問員会は、世界各地の利害関係
者から選ばれた業界の独立した専門家
のグループで、LRQA のマネジメント
システム部門のサービス提供の質を監
視する責任を担います。

テクニカル諮問委員会の委員長は、異
議申立パネルとしての役割を担う公平
なメンバー 3 名を指名し、1 名は議長
となります。パネルは、問題を検討す
るための会議の日付を決定し、申立人
が出席し、自らの主張を表明する機会
が与えられるように申立人に直接日付
を通知します。パネルはまた、他の立
会人を招集し、最終的な判断を下すた
めに適切と考える専門家と協議するこ
ともあります。

最終判断

審査契約を有する事務所のマネジャー
は、申立人に対して、異議申立パネルの
意見書を通達します。LRQA は、異議
申立パネルの判断を最終決定とします。

LRQA が、認証を受けたクライアント
に関する苦情を受けた場合、当該クラ
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苦情・紛争
概要
審査、妥当性確認、検証活動の
さまざまな段階で、審査結果を
めぐる議論が生じる場合があり
ます。これらのプロセスでは、
審査員、確認者、または検証者
が、審査結果作成の基となった
証拠書類を明確に定義する必要
があります。審査員、確認者ま
たは検証者は、審査、妥当性確
認、検証の期間中および終結時
にクライアントにその証拠を提
示します。クライアントの施設
で行われる訪問の場合、審査
員（または確認者や検証者）は、
その拠点でこれを行います。審
査、妥当性確認、検証の期間中
に生じる異議は、その時に解決
しなければなりません。
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イアントへの次回訪問時に調査を実施
します。

訪問・苦情調査の結果では、次のいず
れかが考えられます。

a）苦情に対応する中で、マネジメント
システムが不十分であることが判明
した場合、LRQA は当該企業に対し
てこの問題を提起し、調査します。
調査の結果、認証の一時停止および
認証の最終的な取り消しに至る可能
性もあります。

b) 苦情が正当でないと判断された場
合、または許容できる是正処置が取
られていた場合、それ以上の措置は
取られません。

当社とクライアントの間では機密保持
契約を結んでいるため、クライントの
完全な同意なしに調査の詳細を伝える
ことは残念ながらできません。

第三者からの苦情

これは次の 2 つのカテゴリに分類され
ます。

•	 LRQA がクライアントのうちの 1 社
に対して受けた苦情

•	 LRQA に対する苦情

LRQA がクライアントに対する苦情を
受領した場合、苦情の重大性に応じて
2 つの対応のうちの 1 つがとられます。

軽微な懸念の場合は、審査員がその点
を次回訪問時に取り上げます。ただし、
苦情の重大性を考慮して次回の訪問ま
での時間が長すぎると判断された場合
には、LRQA が苦情の内容についての
詳細を連絡し、適切な対応をとるよう
依頼します。

苦情調査の一環として、LRQA が直前
の連絡での訪問を実施する可能性もあ
ります。その場合、訪問の範囲および
LRQA とクライアントの組織で関与す
るべき人員を協議して明確にします。

異議申立

LRQA が、LRQA 事 務 所 に よ る 会 社
としての判断を再検討するよう書面で
の異議申立を受領した場合、認定マネ
ジャーは直ちにマネジメントシステム・
ビジネスディレクターに連絡し、異議
申立、関連文書、これまでの調査結果
を照合します。

マネジメントシステム・ビジネスディ
レクターは、可能な限り速やかにテク
ニ カ ル 諮 問 委 員 会（Technical and 
Advisory Board、TAB）の委員長に連
絡し、委員長は、異議申立パネルとし
て活動する公平なメンバーを TAB から
3 名指名します。TAB の委員長は、パ
ネル・メンバーの 1 人を委員長に任命
します。

パネルは、異議申立を審理する場所お
よび日時に合意し、その情報を申立人
に通達し、申立人は自ら出席して事案
を正式に提示する権利を有する旨を伝
えます。異議申立パネルはまた、立会
人から情報を聞き、最終的な判断を下
すために適切と考える専門家と協議す
る権利を有します。

最終判断

審査契約を有する事務所のマネジャー
は、申立人に対して、異議申立パネル
の意見書を通達します。LRQA は、異
議申立パネルの判断を最終決定としま
す。

認定機関

LRQA または LRQA のクライアントの
いずれかに対して異議を申立てた個人
または組織は、苦情および異議申立プ
ロセスのいずれの時点においても、適
切な認定機関に苦情を伝える権利を有
します。LRQA は、認定された認証機
関として、認定機関と協力し、認定の
条件に従って苦情または異議申立を調
査します。
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